連携活性化計画に係る認定申請書

年　　月　　日

　　経済産業大臣殿

代表者の住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の名称及び代表者する者の氏名　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名称及び代表者する者の氏名　　　　　　　　　　　　　

　伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１１条第１項の規定により、下記の連携活性化計画について認定を受けたいので申請します。

記

１　連携活性化事業に係る伝統的工芸品

２　連携活性化事業の目標

　　様式１０－（１）のとおり

３　連携活性化事業の内容

　　様式１０－（１）のとおり

４　連携活性化事業の実施時期

　　様式１０－（２）のとおり

５　連携活性化事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

　　様式１０－（３）のとおり

６　連携活性化事業の効果

　　様式１０－（１）のとおり

７　製造協同組合等又は連携製造協同組合等については、総会又は総代会において認定の申請をすることを議決した日

　　様式１０－（４）のとおり

様式１０－（１）連携活性化事業の目標、内容、効果等
＜平成　　年度＞
	項　　　　　目
	目　　標
	事　業　名　称
	内　　容
	効　　果

	１．従事者の研修に関す　る事業
	
	
	
	

	２．技術又は技法の改善　その他品質の改善に関　する事業
	
	
	
	

	３．原材料についての研　究に関する事業
	
	
	
	

	４．需要の開拓に関する　事業
	
	
	
	

	５．原材料の共同購入、　製品の共同販売、その　他事業の共同化に関す　る事業　　　　　　
	
	
	
	

	６．消費者への適正な情　報の提供に関する事業
	
	
	
	

	７．新商品の開発又は製　造に関する事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）この表は、実施する予定の項目について記入する。                                        

様式１０－（２）連携活性化事業の実施時期                      

                        年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

様式１０－（３）連携活性化事業を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法                  
＜平成　　年度＞
                                                            　　　　　単位（金額：百万円）  

	項　目
	事業名称
	区分
	所要資金
	  　　　　　所　要　資　金　の　内　訳       
	　備　　考

	
	
	
	
	　　　自　己　資　金
	  　補　助　金
	

	
	
	
	
	
	　うち借入金
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．「項目」及び「事業名称」は、様式１０－（１）の「項目」及び「事業名称」を記入する。

 　 　２．複数の事業がある項目は、各事業ごとに記入する。                                    

　　　３．「区分」は、設備資金又は運転資金の別を記入する。                                   

      ４．「所要資金の内訳」の各欄において調達先が複数ある場合には、該当欄に調達先ごとの金額を記入する。

　　　５．「備考」は、自己資金の具体的な調達方法を記入する。                                

様式１０－（４）総会又は総代会において認定の申請をすることを議決した日                      

                    　　　　　　年　　月　　日　                                            

（注）製造協同組合等又は連携製造協同組合等の場合に各々について記入する。                    

